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１ は じ め に

本研究の目的は，研究職派遣に従事する成員の自己裁量行動に及ぼす要因に

ついて，諸個人の職務態度と能力を意識しながら実証的に検討することにある。

企業組織の円滑な運営には，組織成員の自己裁量行動が深い関わりをもって

いる（Katz and Kahn,１９６６）。とりわけ，わが国経済のサービス化は急速に進

展しており，人的資源管理論や組織行動論の領域を中心に成員の自己裁量行動

に対する関心が高まりをみせている。サービス化した経済における組織におい

ては，顧客の満足という主観的な評価が生産性や効率を評価する指標として重

視されるようになるが，その達成基準を客観的で具体的な指標によって明示で

きないことが多い。ここに，組織は一定の割合で組織成員に裁量権を委ね，組

織にとって必要とされる行動を自主的に判断して選択してもらう余地が生じる

ことになる。

人的資源管理論と組織行動論の領域において組織成員の自己裁量行動は，組

織市民行動（organizational citizenship behavior）とそれに類似した概念を通じ

て今日まで多くの研究が蓄積されてきた。当該分野の研究は，組織の成員がこ

うした行動に従事する傾向にある条件，またはこの行動が組織や業績評価にど

のような影響を与えるのかについて，一般性のある豊富な知見を提示してきた

といえよう。

こうした既存研究に対して，以下の２つの課題を指摘することができる。１

つは，自己裁量行動の影響要因として個人の職務態度変数に着目したものが多



く，当該行動への従事を可能にする能力に着目した研究が少ないことである。

後述するように，組織の有効的機能を促進する自己裁量行動への従事には，組

織や部門全体の現状を把握したうえでいかなる行動をとることが望ましいのか

についての判断能力が必要になる。しかしながら，既存の研究ではこうした行

動の従事基盤に関わる問題意識は希薄であったといえる。

もう１つは，分析対象に関するものである。この分野の既存研究では分析の

対象を正規従業員に設定しているものが多く，近年，量的な拡大傾向をみせる

非正規従業員および外部人材を対象とした研究は多くはない。総務省の『労働

力調査』によると非正規従業員や外部人材が全雇用者に占める割合は１９９０年

には２０．０％であったが，２０００年には２５．８％，２００８年には３２．２％となり，現

在では約３分の１を占めるまでになっている。正規従業員と非正規従業員・外

部人材とでは，就労意識や組織への関わり方が大きく異なっているために，自

己裁量行動のパターンやその影響要因が同一だとはいえない。とりわけ，外部

人材の一形態である派遣労働者の場合には，派遣先と派遣元の２つが雇用管理

に関わるために，正規従業員の場合には１つである人事管理機能が派遣先と派

遣元に分離しているという構造的特徴を有している。

これら２点の課題に取り組むために，本研究では研究職派遣を対象にして，

彼／彼女らの自己裁量行動に影響を及ぼす要因について，諸個人の職務態度と

ともに行動基盤となる能力を意識しながら実証的に考察する。最後に，人事管

理機能が派遣先と派遣元に分離している派遣の人材マネジメントに対するイン

プリケーションを示す。

２ 先 行 研 究

２．１ 自己裁量行動に関する研究

企業組織の円滑な運営には，組織の成員による自己裁量行動を必要としてい

る。それは第１に，経営主体の限定合理性ゆえに，一連の組織的活動に関わる

不測の事態や環境の変化を事前に予見したり把握したりすることが困難である
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ためである（Katz and Kahn,１９６６）。そのため組織は必要とされる全ての活動

を，公式の職務体系という形で完全に網羅させることは原理的に不可能とな

る。第２に，職務体系に明確化したうえで責任や権限をどのように付与するの

か，それをどのようにモニタリングするのかについては，詳細な検討や煩雑な

手続きを必要とするためである（Marsden,１９９９）。

人的資源管理論と組織行動論において組織成員の自己裁量行動は，主に組織

市民行動とそれに類似した概念を通じて今日まで多くの研究が蓄積されてき

た。この分野において先駆的な役割を果たしてきた Organ（１９８８）によれば，

組織市民行動とは「組織成員の裁量に基づく行動のうち，公式の報酬制度では

直接的ないし明確に認識されてはいないが，全体として組織の有効的機能を促

進する行動」をさす。この定義に示されるように，組織市民行動は，公式の職

務の必要条件ではなく個人の裁量によって行われるものであり，たとえその行

動をとらなくても，組織から公式的には何ら罰を受けるようなものではない。

また，組織市民行動が組織全体に浸透することによって，組織の様々な機能を

高めることが多くの研究によって示されている。１）

組織市民行動はいくつかの構成次元があることが示されている。たとえば

Organ（１９８８）は，組織市民行動が愛他主義（altruism），誠実性（conscientiousness），

スポーツマンシップ（sportsmanship），丁重さ（courtesy），市民道徳（civic virtue）

の下位次元によって構成されていることを示している。

もっとも，Organ（１９８８）による組織市民行動の定義や構成次元に対して異

議も唱えられてきた。たとえば組織市民行動は業績評価で評価されない役割

「外」行動なのか，それとも実は組織で評価されている役割「内」行動の一部

に含まれているか，といった批判や検討などである（Morrison,１９９４; Coyle-

shapiro, Kessler and Purcell,２００４）。

このように概念の定義に関する見解の違いはあるものの，組織市民行動の研

１）組織市民行動と組織成果との関連の詳細については Podsakoff et al.（２０００）を参照。
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究は，ますます注目され重要性が増している。組織市民行動が，諸個人の自発

的な組織行動の一部として捉えられ，組織全体の有効性を高めるために重要だ

と思われる種々の行動を内容している点は，多くの研究に共通する認識だとい

えるだろう。

２．２ 組織市民行動に及ぼす要因に関する研究

Organ（１９８８）によって定式化された組織市民行動とそれに類似する行動に

関する研究は，なぜ個人は組織でそのような行動に従事するのか，という点に

主な焦点が当てられてきた。組織の成員が当該行動に従事するメカニズムを説

明するロジックは，大別すると互酬的側面と道具的側面の２つに着目したもの

があげられる。１つめは社会的交換理論に基づく互酬的メカニズムである。社

会的交換とは，他者が返すと期待される，また典型的には実際に返す見返りに

より動機づけられた個人の自発的行動に関するものである。Blau（１９６４）によ

れば，その返報の義務は，互酬性の規範（Norm of Reciprocity）に規制されて

履行される。そのため，組織や集団において互酬性が働くとき，人はその返報

の形として裁量的な貢献行動をとる傾向にある（Organ,１９９０）。

こうした視点に基づいて既存研究では職務満足，組織的公正，組織コミット

メントなどの職務態度と組織市民行動との関係が検討されている。たとえば，

組織市民行動とその類似概念に関する先行研究についてメタ分析を行っている

Organ and Ryan（１９９５）は，職務満足，組織的公正，組織コミットメント，リ

ーダー支援が組織市民行動に正の係数で有意な影響を与えることを明らかにし

ている。Lepine et al.（２００２）は，職務満足，組織コミットメント，組織的公正，

個人特性としての誠実さ，リーダー支援との関係についてメタ分析を行ってい

る。分析の結果をみると，組織市民行動と先の５つの要因とは全て同程度の統

計的な関連がある。また，日本企業の正規従業員を対象として実証分析を行っ

ている田中（２００４）は，組織的公正，職務満足感，組織コミットメント，組織

サポート，職場ムードが組織市民行動に正の係数で有意な影響を与えることを
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明らかにしている。これらの研究が示唆するのは組織の成員が当該行動に従事

する傾向があるのは，組織が満足できる環境を与えてくれたことに対する返礼

という互酬的側面のためである。

当該行動への従事を説明する２つめのロジックは，道具的側面に着目するも

のである。個人の裁量で他者を助けることや要求水準以上の仕事を行うことは

他者に対して好意的な印象を与える。組織市民行動をはじめとする自己裁量的

な貢献行動の背後には，他者によく思われたいという道具的な理由によるもの

があると考えられる。この点について，Bolino（１９９９）は，組織市民行動がし

ばしば組織成員の印象操作のために行われ，その動機は自己中心的な傾向があ

ると論じている。

一方で，本稿では自己裁量的な貢献行動の従事における道具的側面に着目す

ることで得られる含意には次の点が重要であると考える。それは，当該行動へ

の従事が可能となる前提として，組織に対してどのような結果を呼び起こすか

ということを予期するために必要となる判断能力が必要であるという点であ

る。そもそも，組織市民行動をはじめとする自己裁量的な貢献行動とは，組織

や職場の他者を考慮しながら組織への積極的な貢献を志向した行動である。こ

のことを踏まえると当該行動が組織にポジティブな影響を及ぼす要件として，

組織や部門全体の現状を把握したうえでいかなる行動をとることが全体にとっ

て望ましいのかについての判断能力があると考えられる。つまり，いくら個人

に積極的な行動への動機があったとしても，組織の有効的機能を促進するとい

う信念がない場合には，その行動への従事を躊躇する恐れがあると想定される

のである。同僚に対する援助行動を例にとると，職務上の困難に直面した同僚

への援助は，同僚の職務に関する十分な理解と，援助を行うための十分な技能

が保有されていることによって，はじめてその行動は有益とみなされるであろ

う。また，関係部門への自発的な事前の接触行動を例にとれば，関連部門の職

務や，置かれている状況に対する十分な理解があって，はじめて柔軟な対応や

成員間の活動調整の円滑化が可能となると考えられる。
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この点について原口（２００７）は，組織市民行動の促進には，管理者や組織に

対するポジティブな職務態度とともに，職務上の手続き的知識（produdural

knowledge）の蓄積が重要であると指摘している。手続き的知識とは，組織の

構造を読み解き状況に対処するための一連の内容を示す知識をいう。手続き的

知識の蓄積によって，関連部門や組織の状況を理解することができるようにな

り，それを踏まえた対応行動をとることが可能になる。こうした手続き的知識

の具体例として，職場に固有の文化，同僚や上司の職務に関わる知識，社内の

暗黙的なコミュニケーション・ネットワーク，当該企業の理念や戦略などが挙

げられる。

以上のことから，自己裁量的な貢献行動の道具的側面に着目することで，組

織に対してどのような結果を呼び起こすかということを予期するために必要と

なる判断能力が，当該行動の従事基盤となるものと考えられる。

しかしながら，当該研究領域で取り扱われてきた変数の多くは，職務満足や

組織コミットメントなどの態度変数の範囲内にとどまっており，能力について

明示的に分析されてきたとは言い難い。そこで，本研究では諸個人の職務態度

と能力の双方を分析の枠組みに入れて，従業員の自己裁量行動に影響を与える

要因についてより体系的に考察することにする。

２．３ 派遣労働者の自己裁量行動

次に本研究が分析対象とする派遣雇用の組織市民行動に関する研究について

概観したい。労働者派遣は，一般派遣と特定派遣の大きく２種類に区分するこ

とができる。一般派遣とは，派遣労働者を常時雇用することはなく，派遣先が

決まって実際に労働者派遣が行われる期間だけ雇用するという労働形態のこと

を指す。他方，特定派遣とは，派遣元に常時労働者を雇い，その派遣元の社員

を派遣先に派遣するという労働形態のことを指し，派遣期間の制限が設けられ

ていない。本研究が対象とするのは特定派遣のうちの研究職派遣である。研究

職派遣は，従来までのオフィスワークの派遣とは異なり，企業の基幹的業務に

１４４ 松山大学論集 第２４巻 第５号



携わることが多いことに特徴がある。

派遣従業員の人的資源管理については，派遣先企業だけでなく，派遣元企業

を含めた人的資源管理が検討されている。たとえば，島貫・守島（２００４）によ

れば，派遣従業員の場合，正規従業員と異なり，人的資源管理機能が派遣先と

派遣元に分離している。これは派遣先と派遣元の双方にとって実行可能な人的

資源管理の範囲が限定されることを意味している。このため，派遣従業員の管

理には，派遣先と派遣元が連携・協働して，２つに分かれた人的資源管理機能

の連関を図ることが求められる。

派遣労働者の組織市民行動に着目した研究の１つにMoorman and Harland

（２００２）がある。この研究は，アメリカのある人材サービス会社に登録してい

る１９７名の派遣労働者を対象とした研究である。この研究によれば派遣労働者

は次の２つの条件が満たされている場合，組織市民行動に積極的に従事する傾

向にあるという。第１の条件は，派遣労働者が派遣先企業とそこで行っている

仕事に対してどのような態度をとっているかに関わっている。すなわち派遣先

企業に対して愛着を持っている従業員ほど，また派遣先で行っている仕事によ

り満足している従業員ほど，より積極的に組織市民行動に従事する傾向にある

という。第２は，登録している人材サービス会社（派遣元企業）に対してどの

ような態度をとっているかである。登録している派遣元企業に対して肯定的な

態度をとっている従業員ほど，派遣先でより積極的に組織市民行動をとる傾向

にあるという。

派遣労働者ではないが非正規従業員と正規従業員の組織市民行動の比較を

行っている研究として Van Dyne and Ang（１９９８）がある。この研究は，シン

ガポールの銀行と病院に勤務する１５５名の従業員（非正規従業員４５名，正規

従業員１１０名）に対して質問紙調査を行い，それぞれの組織市民行動のパター

ンを比較分析している。正規従業員の場合，勤務する企業に対する態度と組織

市民行動との間に統計上の関係がなかったのに対して，非正規従業員の場合，

企業への態度と組織市民行動との間に強い正の関係があらわれていた。彼らは
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このような結果を，非正規従業員の場合には企業に対する肯定的な態度が組織

市民行動に直接的なつながりがあるとする一方で，正規従業員の中で企業に対

する態度におけるばらつきが大きいためではないかと推察している。

これらの研究から，本稿が対象とする外部人材としての派遣労働者の組織市

民行動を検討する際には，正規従業員とは就労意識や組織への関わり方が大き

く異なっているためにその影響要因が同一ではないこと，また，派遣先と派遣

元という２つの管理主体からの影響を念頭におく必要があることがわかる。一

方，これらの研究においても，当該行動の従事基盤としての判断能力について

は分析されていない。

そこで以下では，研究職派遣の自己裁量行動に影響を与える要因について，

諸個人の職務態度とともに行動基盤となる能力を意識しながら実証的に分析を

行う。

３ 分 析

３．１ 調査の概要

調査は，２０１０年１１月に人材派遣会社Ａ社の研修において実施された。人材

派遣会社Ａ社は２００４年１月に設立され，バイオ・化学領域への特化を標榜す

る企業である。主に理系の大学および大学院を卒業した人材を新卒で採用し，

一定の教育訓練を施したあと，取引先企業に派遣するという人材派遣ビジネス

を展開している。

研究の対象はこのＡ社で研究職派遣として勤務している従業員２７３名であ

る。質問票調査は，Ａ社の代表者が全国４ヶ所で開催される研修で調査趣旨を

説明した後，その場で質問紙を配布し回答してもらうという手続きで行われた。

最終的に２７１名の回答を得ることができた（有効回答率９９．２％）。回答者のデ

モグラフィックな属性をみると，性別では男性４４．３％，女性５５．７％，年齢別

では２０代９１．５％，３０代８．１％，４０代０．４％という構成になっている。現在ま

での派遣社数は１社が１７４名，２社が７０名，３社以上が２７名であった。
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３．２ 主な変数と測定尺度

組織市民行動を測定する尺度については国内外を問わず多くのものが開発さ

れているが，本研究では当該領域で取り上げられることの多い先行研究をもと

に，次のような次元を想定した。

第１の次元は，Smith, Organ and Near（１９８３），Podsakoff et al.（１９９６）など

に共通してみられる愛他主義である。これは組織に関連した課題や問題を抱え

た特定の他者を支援する効果のある自己裁量的な行動の次元である。具体的な

項目として，「多くの仕事を抱えている人には，進んで手助けをしている」，

「同僚がトラブルに遭遇した時，進んで手助けをしている」などを設定した。

第２の次元は，Moorman, Niehoff, and Organ（１９９３），podsakoff, et al.（１９９７）

にみられる市民道徳である。これは組織の政治的過程における責任ある参加を

行う行動の次元である。具体的な項目として，「職場での任意の話し合いや集

まりに，積極的に参加するようにしている」，「社内報，掲示物等には積極的に

目を通して，会社の動きについていくよう心がけている」などを設定した。第

３の次元は，誠実さである。この次元については Podsakoff et al.（１９９６）など

で取り上げられており，最小限必要な水準を超えた行動をさす。「周囲の人々

に負担や迷惑がかからないよう，注意して行動している」，「職場のルールを守

り，同僚が快適に働けるよう心がけている」などを設定した。

次に，組織市民行動の従事基盤になる予期的判断能力については，Haueter,

et al.（２００３）を参考にした計１７項目で測定することにした。Haueterらの尺度

（NSQ : newcomer socialization questionnaire）は，組織社会化の直接的な成果を

捉えるために開発されたものであるが，それらは予期的判断能力の概念に類似

した内容が多く含まれているため，本調査において参考にすることとなった。

第１の次元は，組織的側面に関わる次元である。採用した質問項目として，

「派遣先の経営理念や経営方針を深く理解している」，「派遣先の歴史や発展の

経緯を詳しく知っている」，「派遣先の事業内容（製品・サービス内容，ター

ゲット顧客，取引関係等）を深く理解している」などである。
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第２の次元は知識の集団的側面に関わっている。質問項目は「職場の監督者

がメンバーそれぞれにどのような役割を求めているのか，よく理解してい

る」，「職場のメンバーがどのような情報やスキルを持っており，彼（女）らの

強みは何なのかをよく理解している」，「何か問題が生じたとき，誰にどうサポ

ートしてもらえばよいのか，よく理解している，」などである。

第３は職務に関わる次元である。具体的には「担当業務で要求される知識や

技能は，十分に習得できている」，「仕事で必要となる器具や装置は，全て適切

に使いこなしている」などの項目を設定した。

３．３ 予備的分析

はじめに研究職派遣に対する回答のうち組織市民行動に関する１３項目を対

象に因子分析を行った結果，表１に示すように，固有値１以上の因子が３つ抽

出された。第１因子は「多くの仕事を抱えている人には，進んで手助けをして

いる」，「同僚がトラブルに遭遇した時，進んで手助けをしている」，「不在（休

暇・出張中）の人の仕事を，時間があれば代わりに行うようにしている」，「同

僚が落ち込んでいるときは，なるべく相談に乗り，励ますようにしている」の

４項目で構成されており，同僚や上司などある特定の個人に向けられる支援に

関わる自己裁量行動の項目が高い負荷量を示していた。そこで，既存研究にな

らってこの因子を「愛他主義」因子と命名した。尺度の信頼性を示すクロンバッ

クの α 係数は．７７と十分に高いことから，これらの平均点を愛他主義得点とし

て算出した。

第２の因子は，「職場での任意の話し合いや集まりに，積極的に参加するよ

うにしている」，「社内報，掲示物等には積極的に目を通して，会社の動きにつ

いていくよう心がけている」，「指示されなくても，会社の行事に積極的に参加

している」，「仕事にかかわる有益な情報は，他の従業員と積極的に共有するよ

うにしている」の４項目で構成されており，組織への関与と参加に関わる自己

裁量行動の項目が高い負荷量を示している。そこでこの因子を「市民道徳」因

１４８ 松山大学論集 第２４巻 第５号



第１因子
愛他主義

第２因子
誠実

第３因子
市民道徳

多くの仕事を抱えている人には，進んで
手助けをしている ．８６ ．０４５ －．１６７

同僚がトラブルに遭遇した時，進んで手
助けをしている ．７７ ．０３８ －．０５８

不在（休暇・出張中）の人の仕事を，時
間があれば代わりに行うようにしている ．６２ －．１１８ －．００７

同僚が落ち込んでいるときは，なるべく
相談に乗り，励ますようにしている ．６１ ．０１１ ．１４３

職場での任意の話し合いや集まりに，積
極的に参加するようにしている ．０９８ －．１５９ ．８１５

社内報，掲示物等には積極的に目を通し
て，会社の動きについていくよう心がけ
ている

－．２５５ ．０９７ ．６７３

指示されなくても，会社の行事に積極的
に参加している ．０４１ ．０１４ ．５８４

仕事にかかわる有益な情報は，他の従業
員と積極的に共有するようにしている ．３３９ ．０６３ ．３８２

周囲の人々に負担や迷惑がかからないよ
う，注意して行動している ．０６３ ．７１０ ．０７８

職場のルールを守り，同僚が快適に働け
るよう心がけている ．０５１ ．６９３ ．０８７

不必要に仕事の手を止めず，休み時間も
なるべく早く戻るように心がけている ．０９１ ．４０８ ．０１２

職場を清潔に保ち，自分の机周りの整理
整頓を心がけている －．０７６ ．６４６ －．１４６

会社の備品や資材を大事に扱い，無駄に
しないよう常に気を配っている －．０８２ ．６１７ ．００９

固有値 ４．３９ １．６２ １．５１

寄与率（％） ３３．７５ １２．４４ １１．６０

クロンバックの α ．７７ ．７４ ．７３

表１ 組織市民行動に関する因子分析
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第１因子
職務

第２因子
組織

第３因子
集団

所属する部署（職場）の今期の目標や課題を
よく理解している －．１１８ ．３７０ ．４４７

所属する部署と，他の関係部署との具体的な
仕事のやり取りについて，よく理解している －．０４２ ．３０２ ．３９４

職場の監督者がメンバーそれぞれにどのよう
な役割を求めているのか，よく理解している ．０４５ －．０４１ ．７６１

職場のメンバーがどのような情報やスキルを
持っており，彼（女）らの強みは何なのかを
よく理解している

－．０７５ －．０５７ ．８５７

何か問題が生じたとき，誰にどうサポートし
てもらえばよいのか，よく理解している ．４１４ －．１２１ ．４６２

派遣先企業の経営理念や経営方針を深く理解
している ．０７６ ．７９２ －．１０１

派遣先企業の歴史や発展の経緯を詳しく知っ
ている －．０２０ ．７４６ －．１４６

派遣先で独特に使われる言葉（頭文字や略
語，ニックネーム等）の意味をよく理解し，
必要に応じて使いこなしている

．０５７ ．３６１ ．２４６

派遣先企業の文化やそこで働く人々の価値観
を深く理解し，日々それに沿うように行動し
ている

．１２０ ．４４２ ．１８４

派遣先企業の事業内容（製品・サービス内
容，ターゲット顧客，取引関係等）を深く理
解している

－．０４５ ．６６９ ．１１５

自分に期待されている役割を熟知し，十分に
果たしている ．７７０ －．０６３ ．１０８

与えられた仕事を，過不足無く着実にこなし
ている ．８２４ ．０９２ －．０９０

担当業務で要求される知識や技能は，十分に
習得できている ．８１４ ．０７７ －．１６２

仕事で必要となる器具や装置は，全て適切に
使いこなしている ．８２９ －．０７１ ．００５

仕事上の自分の課題を明確に認識している ．３８８ ．０９５ ．１７４

固有値 ５．５０ ２．２０ １．３０

寄与率（％） ３６．６１ １４．６８ ８．７０

クロンバックの α ．８５ ．７８ ．７８

表２ 組織社会化に関する因子分析
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子とした。尺度の信頼性を示すクロンバックの α 係数は．７３と十分に高いこと

から，第一因子と同様に，これらの平均点を得点として算出した。

第３因子は，「周囲の人々に負担や迷惑がかからないよう，注意して行動し

ている」，「職場のルールを守り，同僚が快適に働けるよう心がけている」，「不

必要に仕事の手を止めず，休み時間もなるべく早く戻るように心がけてい

る」，「職場を清潔に保ち，自分の机周りの整理整頓を心がけている」，「会社の

備品や資材を大事に扱い，無駄にしないよう常に気を配っている」の５項目で

構成されており，先行研究にならってこの因子を「誠実」因子と命名した。尺

度の信頼性を示すクロンバックの α 係数は．７４と十分に高いことから，これら

の平均点を誠実得点として算出した。

３．４ 組織市民行動に与える影響に関する分析

次に，諸個人の職務態度と能力が組織市民行動に与える影響を確認するため

に，「職務満足」「派遣先コミットメント」「派遣元コミットメント」の３つの

職務態度変数と，「組織社会化（組織）」「組織社会化（集団）」「組織社会化（職

務）」の３つの能力変数を独立変数とし，「愛他主義」「誠実」「市民道徳」の組

織市民行動の下位次元を従属変数とする階層的重回帰分析を行った（表３，

４，５）。なお，この分析では，いくつかのコントロール変数を投入した。性

別については女性を０，男性を１とするダミー変数を作成して投入した。年齢

と勤続年数および派遣月数については，そのままの値を投入した。

モデル１では，コントロール変数のみを投入した。モデル２では職務態度変

数である「職務満足」，「派遣先コミットメント」，「派遣元コミットメント」を，

モデル３では「能力」を順次投入した。

はじめに愛他主義を従属変数とする階層的重回帰分析の結果について考察す

る（表３）。R２の変化量をみるとモデル２（ΔR２＝．１２，p＜．０１），モデル３（ΔR２

＝．１２，p＜．０１）にそれぞれ有意な変化がみられた。最終的なモデル３をみる

と派遣先コミットメント（β＝．１４１，p＜．０５）と派遣元コミットメント（β＝
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モデル１
β

モデル２
β

モデル３
β

年齢 －．０４２ －．０４４ －．０６９

性別 －．０３２ －．０１５ －．０５７

勤続年数 －．１００ －．０６２ －．０４８

派遣月数 ．１２５† ．１５３＊ ．１１０†

職務満足 ．０２６ －．０３７

派遣先コミットメント ．２９０＊＊ ．１４１＊

派遣元コミットメント ．１１４ † ．１０６†

組織社会化（組織） ．０５３

組織社会化（集団） ．３２１＊＊

組織社会化（職務） ．０９１

調整済み R２ ．００ ．１２ ．２４

ΔR２ ．１２ ＊＊ ．１２ ＊＊

モデル１
β

モデル２
β

モデル３
β

年齢 ．００６ －．００６ －．０３２

性別 ．００６ ．０３８ －．０２０

勤続年数 －．０９５ －．０３７ －．０１２

派遣月数 －．０１７ ．００７ －．０４４

職務満足 ．１２６＊ ．０６０

派遣先コミットメント ．３５３＊＊ ．２０５＊＊

派遣元コミットメント ．０７１ ．０４８

組織社会化（組織） ．２４７＊＊

組織社会化（集団） ．２２９＊＊

組織社会化（職務） ．０１３

調整済み R２ ．００ ．１９ ．３３

ΔR２ ．１９ ＊＊ ．１４ ＊＊

表３ 階層的重回帰分析の結果（愛他主義）

＊＊p＜．０１，＊p＜．０５，†p＜．１０

表４ 階層的重回帰分析の結果（市民道徳）

＊＊p＜．０１，＊p＜．０５，†p＜．１０
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．１０６，p＜．１０）だけでなく，組織社会化の集団次元（β＝．３２１，p＜．０１）が愛

他主義に正の有意な影響を与えていることが示されている。

次に市民道徳を従属変数とする階層的重回帰分析の結果について考察する

（表４）。R２の変化量をみるとモデル２（ΔR２＝．１９，p＜．０１），モデル３（ΔR２

＝．１４，p＜．０１）にそれぞれ有意な変化がみられた。最終的なモデル３をみる

と派遣先コミットメント（β＝．２０５，p＜．０１）とともに，組織社会化の組織次

元（β＝．２４７，p＜．０１）と集団次元（β＝．２２９，p＜．０１）が市民道徳に正の有

意な影響を与えていることが示されている。

最後に誠実行動を従属変数とする階層的重回帰分析の結果について考察する

（表５）。R２の変化量をみるとモデル２（ΔR２＝．０６，p＜．０１），モデル３（ΔR２

＝．２０，p＜．０１）にそれぞれ有意な変化がみられた。最終的なモデル３をみる

と組織社会化の職務次元（β＝．４４４，p＜．０１）のみが誠実行動に正の有意な影

響を与えていることが示されている。

モデル１
β

モデル２
β

モデル３
β

年齢 ．００６ ．０１０ －．０１１

性別 －．０９５ －．０９０ －．１３３＊

勤続年数 －．２２０＊＊ －．１９９＊ －．１４６＊

派遣月数 －．００９ ．０１５ －．０７１

職務満足 －．０３７ －．０３３

派遣先コミットメント ．２１３＊＊ ．０７７

派遣元コミットメント ．１１１† ．０４７

組織社会化（組織） ．０６４

組織社会化（集団） ．０１５

組織社会化（職務） ．４４４＊＊

調整済み R２ ．０４ ．１０ ．３０

ΔR２ ．０６ ＊＊ ．２０ ＊＊

表５ 階層的重回帰分析の結果（誠実）

＊＊p＜．０１，＊p＜．０５， †p＜．１０
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これらの結果は，まず第１に派遣先と派遣元に対する態度が組織市民行動に

影響を与えるという点でMoorman and Harland（２００２）の主張の妥当性を確認

するものとなっている。外部人材としての派遣労働者の場合には，正規従業員

の場合には１つであった人事管理機能が派遣先と派遣元に分離しているため

に，これら２つの主体からの影響を念頭においた管理の必要性がうかがえる。

第２に，組織社会化が組織市民行動の構成次元ごとに関係をもつという結果

は，組織市民行動の影響要因を議論する際に，諸個人の職務態度を考慮するだ

けでは不十分であることを示唆している。本研究の結果は，組織の有効的機能

の促進を担保する予期的判断能力の蓄積が当該行動の従事のための基盤要因で

あることを示しているといえる。

４ 小 括

本研究の目的は，研究職派遣に従事する成員の自己裁量行動に及ぼす要因に

ついて，諸個人の職務態度と能力を意識しながら実証的に検討することであっ

た。

この目的に対する発見として，次の２点があげられる。１つは，派遣先と派

遣元に対する態度が組織市民行動の構成次元ごとに異なる影響を与えているこ

とが確認されたことである。まず，正規従業員を分析の対象とした多くの既存

研究において支持されていた職務満足は，研究職派遣の場合には，組織市民行

動の影響要因として有意ではなかった。派遣先へのコミットメントは愛他主義

と市民道徳に，派遣元へのコミットメントは愛他主義にのみ正の影響がみられ

た。

第２に，諸個人の職務態度とともに，組織の有効的機能の促進を担保する予

期的判断能力の蓄積が当該行動の従事のための基盤要因であることが示された

ことである。組織に対してどのような結果を呼び起こすかということを予期す

るために必要となる判断能力が，当該行動の従事の基盤となっていることが明

らかにされた。
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これらの分析結果は，組織市民行動に関する理論の拡張に寄与するととも

に，一定の実践的インプリケーションも有している。まず，外部人材としての

派遣労働者の場合には，正規従業員の場合には１つであった人事管理機能が派

遣先と派遣元に分離しているために，これら２つの主体からの影響を念頭にお

いた管理の必要性を指摘できる。派遣労働者は就労する派遣先との間に雇用関

係がないため，正規従業員に対する長期雇用や企業特殊的スキルの開発，スキ

ルの伸張に基づく評価や報酬などの内部労働市場を活用した人的資源管理を適

用されない傾向にある。他方，派遣元は派遣労働者に教育訓練の機会を提供し

て多くの派遣先で活用できるスキルを習得させたり，賃金管理を通じて彼らの

能力伸張にインセンティブを与えている。実際に本稿で分析の対象となったＡ

社も，研究所や研修施設において，派遣先の業界に応じた専門的なスキルの教

育訓練が積極的に行われていた。しかし本稿の分析が示しているのは，むしろ

派遣先での派遣労働者に対する教育訓練機会の拡充の重要性である。なぜなら

組織市民行動の従事基盤となっていた予期的判断能力の多くは企業に固有の文

脈的なものであり，その多くは派遣先において蓄積されると考えられるためで

ある。したがって，派遣労働者が派遣先において役割を引き受けるうえで必要

とされる知識と技能に関わる学習支援といった派遣先での取り組みが重要なも

のとなろう。

今回の分析では次のような限界もあることを示しておく。第１に，一般化に

関する限界である。本稿の結果は，研究職派遣という特殊な対象の分析結果で

あり，他の派遣労働者や非正規従業員にそのまま当てはめることに対しては慎

重になる必要がある。第２に，派遣先と派遣元の育成，評価，処遇等の具体的

な人事機能が派遣労働者の職務態度や組織行動にどのような影響を与えるのか

についての詳細な分析ができていない。したがって今後は人事機能の内容と実

行主体を組み合わせた枠組みのもとでの分析が必要になると考えられる。
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本論文は，平成２３年度松山大学特別研究助成「組織市民行動を促進する雇用形態

別人的資源管理の構築に関する研究」の研究成果の一部である。
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